
認定新規就農者制度について

岐阜県農政部農業経営課担い手対策室



認定新規就農者制度

※農業経営を開始して一定の期間（5年）を経過しない者を含みます。
なお、認定農業者は含みません。

◆認定新規就農者制度とは

国が定める制度で、農業経営基盤強化促進法に基づき、新たに農業を始める方
が作成する青年等就農計画を市町村が認定し、認定を受けた新規就農者に対し
て、 重点的に支援措置を講じようとするものです。

◆認定を受けられる対象者

１．青年（１８歳以上４５歳未満）

２．青年以外で特定の知識・技能を有する中高年齢者（６５歳未満）

３．１、２の者が役員の過半数を占める法人



◆特定の知識・技能を有する中高年齢者とは
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効率的かつ安定的な農業経営を営む者となるために活用できる知識・技能

を有する次のいずれかに該当する６５歳未満の者。

１．商工業その他の事業の経営管理に３年以上従事した者

２．商工業その他の事業の経営管理に関する研究又は指導、教育その他
の役務の提供の事業に３年以上従事した者

３．農業又は農業に関連する事業に３年以上従事した者

４．農業に関する研究又は指導、教育その他の役務の提供の事業に３年
以上従事した者

５．上記に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者



青年等就農計画に記載した農業経営の目標について、これまでの研

修経験や計画内容の整合性、農業労働力の確保の実現性等をもとに、

計画の達成の確実性を総合的に審査されます。

◆主な認定基準

１ 市町村の農業経営基盤強化促進基本構想に照らして適切なものであること

２ 青年等就農計画の達成される見込みが確実であること 等
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◆青年等就農計画の有効期間

青年等就農計画の認定日から起算して５年
（既に農業経営を開始している方にあっては認定日から、農業経営を開始した
日から起算して５年を経過した日まで）



○経営開始資金、経営発展支援事業
経営開始時の、早期の経営確立を支援する資金の交付

○青年等就農資金 （無利子融資）の貸付け

〇農地利用効率化等支援交付金
農業機械のなどの導入に、上限300万円（法人・個人を問わず）

〇経営所得安定対策（ゲタ・ナラシ対策）
米、麦、大豆等を生産される方の経営安定を支援

〇認定新規就農者への農地集積の促進 等

◆認定新規就農者を要件とする支援策
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◆認定新規就農者の認定状況

認定新規就農者制度

認定新規就農者数 うち令和２年度中に新規に認定
を受けた認定新規就農者数

岐阜県 ２３９人 ４４人

全国 １０，７７２人 ２，１９４人

令和３年３月末現在



◆岐阜県の認定新規就農者の年齢階層別認定状況
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令和３年３月末現在
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◆岐阜県の認定新規就農者の営農類型別認定状況
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令和３年３月末現在
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◆申請から認定までの流れ
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青年等就農計画の作成

○計画の内容

・農業経営の目標
（年間農業所得、労働時間など）

・経営開始のための事業計画
（経営規模、作目、機械や施設の導入
計画など）



青年等就農計画の作成

○作成のポイント

・どの程度の経営が適正か、よく検討し
ましょう。
・営農に係る経費に加え、就農後に必要
となる生活費も併せて検討し、長期的
な生活設計を立てましょう。



青年等就農計画の作成

○　農業経営基盤強化促進法第４条第２項第２号に掲げる者及び法人の役員（同号に掲げる者
　に限る。）が有する知識及び技能に関する事項

農業経営に活用
できる知識及び
技能の内容

①○○社での○○の経験を、○○の達成に活かします。
…

資格等

上記の住所 ①○○、②…

退職年月日 ××

○○

○○

職務内容

①広告代理店で、商品○○のPRのため、市場調査、販売促進のための企画（○○）
等に携わる。・・・の成果。②△△社の△△部門の責任者として、△△人の部下の
労務管理を行いながら、△△の生産に従事。…③××庁の××職員として、農業部
門（××事業…等）を担当。…

勤務機関名 ①株式会社○○、②株式会社△△、③××庁…

在職期間 ①○年〇月～〇年〇月【○年間】　（株式会社○○）、②…

経歴

○青年以外で特定の知識・技能を
有する者の場合（６５歳未満）

・経歴に掲げた職務内容で得た知識
及び技能で農業経営に活用できる
ものについて記載します。



青年等就農計画の作成

○認定のポイント

就農地の市町村が策定した
「農業経営基盤強化促進基本構想」に照らして
適切であること

・就農５年後の所得目標が基本構想の
概ね４割以上
・年間農業従事日数が１５０日以上 など

※就農地の市町村で策定されている基本構想を
予め確認しましょう。



認定新規就農者になりたいとお考えの方は

支援内容の最新情報については
農林水産省のホームページなどで確認してください。

就農予定地の市町村や都道府県の就農相談窓口へ

相談してください。

最後に


